
証券コード  4025

第102回
定時株主総会招集ご通知

日　時

令和３年3月30日（火曜日）午前10時
　　　　　　 （開場　午前９時15分）

場　所

兵庫県加古川市加古川町溝之口800番地
加古川プラザホテル２階
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

書面またはインターネットによる議決権行使期限
令和3年3月29日（月曜日）午後5時20分まで
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決議事項

第1号議案　　剰余金の処分の件
第2号議案　　定款一部変更の件

 

第3号議案　　取締役（監査等委員である取
締役を除く。）７名選任の件 

第4号議案　　監査等委員である取締役
５名選任の件

 

第5号議案　　補欠の監査等委員である
取締役１名選任の件

 

第6号議案　　取締役（監査等委員である取締役
を除く。）の報酬額決定の件 

第7号議案　　監査等委員である取締役
の報酬額決定の件

 

第8号議案　　取締役（監査等委員である取締役
を除く。）に対する事前交付型の
譲渡制限付株式の付与のための報
酬決定の件

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意は
ございません。
何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。

表紙



議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼ら
ずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

令和３年３月30日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時15分）

令和３年３月29日（月曜日）
午後５時20分到着分まで

令和３年３月29日（月曜日）
午後５時20分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第３、第４号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第１、第２、第５、 
第６、第７、第８号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

1

議決権行使方法のご案内



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力するこ
となく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは１回に限り可能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を行使す
る場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力する方法」を
ご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

新しいパスワードを登録する。3
「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）

（新型コロナウイルス（COVID-19）感染症拡大防止への対応について）
１．新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、可能な限り同封の「議決権行使書」のご返送、またはインターネットにより事前に

議決権を行使していただき、当日のご来場の見合わせをご検討いただきますようお願い申しあげます。
２．株主総会当日までの感染症拡大の状況や政府の発表内容等により、株主総会の対応内容が変更・更新される可能性があります。イン

ターネット上の当社ウェブサイト（https://www.takichem.co.jp/）にて、更新情報をご確認くださいますようお願い申しあげます。
３．体調不良と見受けられる株主様には、ご入場をお控えいただく場合がございます。
４．株主総会会場において、感染症拡大防止のための措置を講じておりますので、ご協力くださいますようお願い申しあげます。
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議決権行使方法のご案内



証券コード：4025
令和３年３月11日

株 主 各 位 兵庫県加古川市別府町緑町2番地

代表取締役社長 多 木 隆 元
第102回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第102回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、同封の「議決権行使書」のご返送、またはインターネットにより議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、令和３年３月29日（月曜日）午後５時20
分までに議決権を行使いただきたくお願い申しあげます。

  敬　具
記

１ 日 時 令和３年３月30日（火曜日）午前10時　（開場　午前9時15分）
２ 場 所 兵庫県加古川市加古川町溝之口800番地

加古川プラザホテル２階
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３ 目的事項
報告事項 １．第102期（令和２年１月１日から令和２年12月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の内

容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第102期（令和２年１月１日から令和２年12月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第4号議案 監査等委員である取締役５名選任の件
第5号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第6号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件
第7号議案 監査等委員である取締役の報酬額決定の件
第8号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する事前交付型の譲渡制限付株式の付与のため

の報酬決定の件
以　上

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
●株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当
　社ウェブサイト（https://www.takichem.co.jp/）に掲載させていただきます。
●当社は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、提供すべき書面のうち、次に掲げる事項をインターネット上の当社ウ

ェブサイト（https://www.takichem.co.jp/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通知の添付書類には記載
しておりません。
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
従って、本定時株主総会招集ご通知の添付書類は、監査役が監査した事業報告、会計監査人及び監査役が監査した連結計算
書類及び計算書類の一部であります。
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狭義招集
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株主総会参考書類 議案及び参考事項

第1号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　当社は、株主への利益還元を重要な経営課題として位置づけ、安定した配当を継続することを基本方針
としております。また、企業の持続的発展と企業価値の向上を図るため、設備投資、研究開発投資及び合
理化投資等にも配分いたしたいと存じます。
　第102期の期末配当につきましては、企業体質の強化、将来の事業展開、業績のほか諸般の事情を総合
的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金45円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は389,168,100円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　令和３年３月31日といたしたいと存じます。

4

剰余金処分議案



第2号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由

（１）当社の事業内容の多様化に備えるため、現行定款第２条に事業目的の追加を行うものであります。
（２）当社は、当社グループの持続的発展と企業価値の向上を図るため、コーポレート・ガバナンスの強化に

努めてまいりました。今般、取締役会の監督機能の強化及び経営に関する意思決定の迅速化・効率化を一層
推し進めるために、現在の監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行するものであります。
　これに伴い、監査等委員及び監査等委員会に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する規
定の削除等定款の一部変更を行うものであります。
　なお、本議案における定款変更につきましては、本総会終結の時をもって効力を生じるものといたし
ます。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案

第１章　総則 第１章　総則
第１条 第１条

【条文省略】 【現行定款どおり】
（目　的） （目　的）
第２条　当会社は、次に掲げる事業を営むことを目的と

する。
第２条　当会社は、次に掲げる事業を営むことを目的と

する。
 

(１)化学肥料、農薬、工業薬品、医薬品、医薬
部外品、化粧品、食品、医療用材料、その
他の化学製品およびその原料の製造、加工
および売買

 

(１)化学肥料、農薬、工業薬品、医薬品、医薬
部外品、化粧品、食品、酒類、医療用材料、
その他の化学製品およびその原料の製造、
加工および売買

(２)～(30) (２)～(30)
【条文省略】 【現行定款どおり】

第３条 第３条
【条文省略】 【現行定款どおり】

（機　関） （機　関）
第４条　当会社は、株主総会および取締役のほか、次の

機関を置く。
第４条　当会社は、株主総会および取締役のほか、次の

機関を置く。
　　　　(１)取締役会 　　　　(１)取締役会
　　　　(２)監査役 　　　　(２)監査等委員会

5

定款一部変更の件
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現 行 定 款 変 更 案
　　　　(３)監査役会 【削　除】
　　　　(４)会計監査人 　　　　(３)会計監査人
第５条 第５条

【条文省略】 【現行定款どおり】

第２章　株式 第２章　株式
第６条～第12条 第６条～第12条

【条文省略】 【現行定款どおり】

第３章　株主総会 第３章　株主総会
第13条～第18条 第13条～第18条

【条文省略】 【現行定款どおり】

第４章　取締役および取締役会 第４章　取締役および取締役会
（員　数） （員　数）
第19条　当会社の取締役は、12名以内とする。 第19条　当会社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）は、７名以内とする。
【新　設】 ２.　当会社の監査等委員である取締役は、５名以

内とする。
（選任方法） （選任方法）
第20条　取締役は、株主総会において選任する。 第20条　取締役は、監査等委員である取締役以外の取

締役と監査等委員である取締役とを区分して
株主総会において選任する。

２.　　　　　　【条文省略】 ２.　　　    【現行定款どおり】
３.　　　　　　【条文省略】 ３.　　　    【現行定款どおり】

（任　期） （任　期）
第21条　取締役の任期は、選任後１年以内に終了する

最終の事業年度に関する定時株主総会の終結
の時までとする。

第21条　取締役（監査等委員である取締役を除く。）
の任期は、選任後１年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会の
終結の時までとする。

6

定款一部変更の件



現 行 定 款 変 更 案
【新　設】 ２.　監査等委員である取締役の任期は、選任後２

年以内に終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会の終結の時までとする。

【新　設】 ３.　任期の満了前に退任した監査等委員である取
締役の補欠として選任された監査等委員である
取締役の任期は、退任した監査等委員である取
締役の任期の満了する時までとする。

【新　設】 ４.　会社法第329条第３項の規定に基づき選任さ
れた補欠の監査等委員である取締役の選任決
議が効力を有する期間は、当該決議によって
短縮されない限り、選任後２年以内に終了す
る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の開始の時までとする。

（代表取締役および役付取締役） （代表取締役および役付取締役）
第22条　取締役会は、その決議によって代表取締役を

選定する。
第22条　取締役会は、その決議によって、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）の中から代
表取締役を選定する。

２.　取締役会は、その決議によって、取締役会長、
取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締
役、常務取締役各若干名を選定することがで
きる。

２.　取締役会は、その決議によって、取締役（監
査等委員である取締役を除く。）の中から取
締役会長、取締役社長および取締役副社長を
選定することができる。

（執行役員および役付執行役員）
【新　設】 第23条　取締役会は、その決議によって、執行役員を

定め、当会社が委嘱する業務を執行させるこ
とができる。

【新　設】 ２.　取締役会は、その決議によって、社長ならび
に副社長、専務執行役員および常務執行役員
を選定することができる。執行役員には上席
を付すことができる。

第23条 第24条
【条文省略】 【現行定款どおり】
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現 行 定 款 変 更 案
（取締役会の招集通知） （取締役会の招集通知）
第24条　取締役会の招集通知は、会日の３日前までに

各取締役および各監査役に対して発する。た
だし、緊急の必要があるときは、この期間を
短縮することができる。

第25条　取締役会の招集通知は、会日の３日前までに
各取締役に対して発する。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮することが
できる。

２.　取締役および監査役の全員の同意があるとき
は、招集の手続きを経ないで取締役会を開催
することができる。

２.　取締役全員の同意があるときは、招集の手続
きを経ないで取締役会を開催することができ
る。

（取締役会の決議の省略） （取締役会の決議の省略）
第25条　当会社は、取締役全員が取締役会の決議事項

について書面または電磁的記録により同意し
たときは、当該決議事項を可決する旨の取締
役会の決議があったものとみなす。ただし、
監査役が異議を述べたときはこの限りではな
い。

第26条　当会社は、取締役全員が取締役会の決議事項
について書面または電磁的記録により同意し
たときは、当該決議事項を可決する旨の取締
役会の決議があったものとみなす。

（取締役への委任）
【新　設】 第27条　当会社は、会社法第399条の13第６項の規定に

より、取締役会の決議によって重要な業務執行
（同条第５項各号に掲げる事項を除く。）の決
定の全部または一部を取締役に委任すること
ができる。

（報酬等） （報酬等）
第26条　取締役の報酬、賞与その他職務執行の対価と

して当会社から受ける財産上の利益（以下「報
酬等」という。）は、株主総会の決議によっ
て定める。

第28条　取締役の報酬、賞与その他職務執行の対価と
して当会社から受ける財産上の利益は、監査
等委員である取締役以外の取締役と監査等委
員である取締役とを区分して株主総会の決議
によって定める。

第27条 第29条
【条文省略】 【現行定款どおり】

第５章　監査役および監査役会 第５章　監査等委員会
（員　数）
第28条　当会社の監査役は、５名以内とする。 【削　除】
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現 行 定 款 変 更 案
（選任方法）
第29条　監査役は、株主総会において選任する。 【削　除】

２.　監査役の選任決議は、議決権を行使すること
ができる株主の議決権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議決権の過半数をもっ
て行う。

【削　除】

（任　期）
第30条　監査役の任期は、選任後４年以内に終了する

最終の事業年度に関する定時株主総会の終結
の時までとする。

【削　除】

２.　補欠として選任された監査役の任期は、退任
した監査役の任期の満了する時までとする。

【削　除】

（常勤の監査役） （常勤の監査等委員）
第31条　常勤の監査役は、監査役会の決議によって選

定する。
第30条　監査等委員会は、その決議によって、常勤の

監査等委員を選定することができる。
（監査役会の招集通知） （監査等委員会の招集通知）
第32条　監査役会の招集通知は、会日の３日前までに

各監査役に対して発する。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮することが
できる。

第31条　監査等委員会の招集通知は、会日の３日前ま
でに各監査等委員に対して発する。ただし、
緊急の必要があるときは、この期間を短縮す
ることができる。

２.　監査役全員の同意があるときは、招集の手続
きを経ないで監査役会を開催することができ
る。

２.　監査等委員全員の同意があるときは、招集の
手続きを経ないで監査等委員会を開催するこ
とができる。

（報酬等）
第33条　監査役の報酬等は、株主総会の決議によって

定める。
【削　除】

（監査役の責任免除）
第34条　当会社は、会社法第426条第１項の規定によ

り、取締役会の決議によって、同法第423条
第１項の監査役（監査役であったものを含
む。）の損害賠償責任を法令の限度において
免除することができる。

【削　除】
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現 行 定 款 変 更 案
２.　当会社は、会社法第427条第１項の規定によ

り、監査役との間に、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結すること
ができる。ただし、当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が規定する額とする。

【削　除】

第６章　計　算 第６章　計　算
第35条～第37条 第32条～第34条

【条文省略】 【現行定款どおり】
附　則

【新　設】 （監査役の責任免除に関する経過措置）
当会社は、会社法第426条第１項の規定により、第102
回定時株主総会終結前の行為に関する同法第423条第
１項に規定する監査役（監査役であったものを含む。）
の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議
によって免除することができる。
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第3号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社
に移行し、取締役12名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）７名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力
を生じるものといたします。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 　 号

1
再任

た

多
き

木  
た か

隆
も と

元 （昭和29年６月23日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 24,285株

昭和52年 4 月 当社入社
平成 4 年 3 月 当社経理部長
平成 5 年 3 月 当社取締役
平成 7 年 3 月 当社常務取締役
平成 8 年 3 月 当社代表取締役専務取締役
平成 9 年 3 月 当社代表取締役社長（現）

■ 取締役候補者とした理由
　各部門における経験を通じて当社業務全般に関する幅広い経験と知識を有しており、これまでの当社代表
取締役社長としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期
待できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

候 補 者
番 　 号

2
再任

ま つ

松
い

井  
し げ

重
の り

憲 （昭和31年１月４日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 5,814株

昭和61年 8 月 当社入社
平成23年 4 月 当社化学品製造部長
平成25年 3 月 当社取締役
平成31年 3 月 当社常務取締役
令和 2 年 3 月 当社取締役上席常務執行役員 本社工場担当、本社工場長（現）

■ 取締役候補者とした理由
　製造部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社常務取締役、取締役
上席常務執行役員としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすこ
とが期待できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 　 号

3
再任

に し

西
く ら

倉  
ひろし

宏 （昭和31年11月１日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 3,414株

昭和54年 4 月 当社入社
平成21年 4 月 当社技術部長
平成25年 3 月 当社取締役
平成30年 3 月 当社常務取締役
令和 2 年 3 月 当社取締役上席常務執行役員

研究所担当、研究所長、きのこ事業化プロジェクトチームリーダー（現）

■ 取締役候補者とした理由
　研究開発部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社常務取締役、取
締役上席常務執行役員としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果た
すことが期待できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

候 補 者
番 　 号

4
再任

か な

金
じ

治  
ひ さ

久
も り

守 （昭和36年１月10日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 4,657株

昭和58年 4 月 当社入社
平成25年 4 月 当社肥料営業部長（現）
平成28年 3 月 当社理事
平成29年 3 月 当社取締役
令和 ２年 3 月 当社取締役上席執行役員 肥料営業部担当（現）

■ 取締役候補者とした理由
　営業部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社取締役、取締役上席
執行役員としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待
できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案



候 補 者
番 　 号

5
再任

ま さ

正
き

木  
た か

貴
ひ さ

久 （昭和37年11月24日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 1,357株

昭和60年 4 月 当社入社
平成25年 4 月 当社総務人事部長
平成29年 2 月 当社総務人事部担当部長

しき島商事株式会社代表取締役社長
平成29年 3 月 当社理事
令和 ２年 3 月 当社取締役上席執行役員 総務人事部担当（現）

■ 取締役候補者とした理由
　営業部門、総務人事部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有するとともに、子会社において
も会社経営に携わった経験を有しており、これまでの当社取締役上席執行役員としての実績を踏まえ、経営
の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できることから、引き続き取締役とし
て選任をお願いするものであります。

候 補 者
番 　 号

6
新任

い

井
づ つ

筒  
ひ ろ

裕
ゆ き

之 （昭和40年10月19日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 997株

平成 ２年 1 月 当社入社
平成27年 4 月 当社経営企画部長（現）
令和 ２年 3 月 当社執行役員（現）

■ 取締役候補者とした理由
　研究開発部門、経営企画部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社
執行役員としての実績を踏まえ、取締役就任により、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割
を果たすことが期待できることから、取締役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 　 号

7
新任

た

多
き

木  
か つ

勝
ひ こ

彦 （昭和58年11月７日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 5,200株

平成20年 4 月 当社入社
令和 ２年 9 月 当社経理部担当部長（現）

■ 取締役候補者とした理由
　肥料製造、化学品製造、生産技術、購買、経理の各部門における経験を通じて当社業務全般に関する幅広
い経験と知識を有しており、取締役就任により、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果
たすことが期待できることから、取締役として選任をお願いするものであります。

(注)　１．候補者多木勝彦氏は当社代表取締役社長多木隆元氏の長男であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．候補者井筒裕之、多木勝彦の両氏は、新任の候補者であります。
４．当社は、優秀な人材の確保、職務執行の萎縮の防止のため、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、本議案でお諮りする候補者のうち再任の候補者については取締役として、井筒裕之氏については執行役員として、
すでに当該保険契約の被保険者となっております。本議案が原案どおり承認可決された場合、監査等委員である取締役以
外の取締役として候補者全員を被保険者とする保険契約を同内容で更新予定であります。

　（保険契約の内容の概要）
　　①被保険者の実質的な保険料負担割合
　　　保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
　　②填補の対象となる保険事故の概要
　　　特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を

受けることによって生ずることのある損害について填補します。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った
行為の場合等一定の免責事由があります。

　　③役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　　　保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととしております。
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第4号議案　監査等委員である取締役５名選任の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社
に移行いたします。
　つきましては、監査等委員である取締役５名の選任をお願いするものであります。
　本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力
を生じるものといたします。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 　 号

1
新任

や す

安
ふ く

福  
な り

成
ゆ き

行 （昭和33年３月18日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 900株

昭和
平成
平成

51
27
30

年
年
年

3
4
3

月
月
月

当社入社
当社経理部長
当社理事

平成31年 3 月 当社常勤監査役（現）

■ 監査等委員である取締役候補者とした理由
　経理部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社常勤監査役としての
実績を踏まえ、取締役の職務の執行の監督及び監査に十分な役割を果たすことが期待できることから、監査
等委員である取締役として選任をお願いするものであります。

候 補 者
番 　 号

2
新任

社外

独立

た

田
む ら

村  
ひ ろ

弘
あ き

昭 （昭和28年11月８日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 200株

昭和52年 4 月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱Ｕ ＦＪ銀行）入行
平成16年 7 月 株式会社東京三菱銀行（現株式会社三菱Ｕ ＦＪ銀行）理事営業審査部長
平成19年 3 月 株式会社三菱東京Ｕ ＦＪ銀行（現株式会社三菱Ｕ ＦＪ銀行）退行
平成19年 6 月 日東富士製粉株式会社常務取締役
平成20年 6 月 同社取締役常務執行役員
平成29年 6 月 同社取締役常務執行役員退任
平成29年 6 月 アイエックス・ナレッジ株式会社社外監査役（現）
平成30年 3 月 当社社外取締役（現）

■ 監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　日東富士製粉株式会社の常務取締役等を歴任しており、経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき客
観的、中立的な立場から取締役の職務の執行の監督及び監査を行っていただくため、監査等委員である社外
取締役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 　 号

3
新任

社外

独立

い わ

岩
き

木  
た つ

達
お

郎 （昭和29年４月３日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 0株

昭和48年 4 月 広島国税局採用
平成27年 7 月 西宮税務署長退官
平成27年 8 月 税理士登録
平成30年11月 岩木達郎税理士事務所開設（現）
令和 ２年 3 月 当社社外取締役（現）

■ 監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　過去に直接会社の経営に関与した経験はありませんが、各地の税務署長等を歴任しており、税理士として
培われた専門的な経験と高い見識に基づき客観的、中立的な立場から取締役の職務の執行の監督及び監査を
行っていただくため、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

候 補 者
番 　 号

4
新任

社外

独立

さ か

阪
ぐ ち

口
 

 
まこと

誠 （昭和33年５月14日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 0株

平成 2 年 4 月 大阪弁護士会登録
平成15年 3 月 当社社外監査役（現）
平成16年 6 月 株式会社山善社外監査役
平成17年10月 中之島シティ法律事務所代表（現）
平成22年 6 月 モリテックスチール株式会社社外監査役
平成
平成

26
28

年
年

6
6

月
月

同社社外取締役（現）
株式会社山善社外監査役退任

■ 監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　過去に直接会社の経営に関与した経験はありませんが、弁護士として培われた専門的な経験と高い見識に
基づき客観的、中立的な立場から取締役の職務の執行の監督及び監査を行っていただくため、監査等委員で
ある社外取締役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 　 号

5
新任

社外

独立

し げ

重
た

田  
しょう

昇
ぞ う

三 （昭和32年２月６日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 0株

昭和55年 4 月 日本火災海上保険株式会社（現損害保険ジャパン株式会社）入社
平成25年 4 月 日本興亜損害保険株式会社（現損害保険ジャパン株式会社）常務執行役員
平成25年 4 月 株式会社損害保険ジャパン（現損害保険ジャパン株式会社）常務執行役員
平成27年 3 月 大阪ヒルトン株式会社代表取締役副社長
平成29年 3 月 同社顧問
平成30年 3 月 同社顧問退任
平成30年 4 月 損害保険ジャパン日本興亜株式会社（現損害保険ジャパン株式会社）顧問
平成30年 6 月 損保ジャパン日本興亜キャリアビューロー株式会社

（現損保ジャパンキャリアビューロー株式会社）監査役
令和 2 年 6 月 損害保険ジャパン株式会社顧問退任
令和 2 年 6 月 損保ジャパンキャリアビューロー株式会社監査役退任

■ 監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　日本興亜損害保険株式会社（現損害保険ジャパン株式会社）の常務執行役員等を歴任しており、経営者と
しての豊富な経験と高い見識に基づき客観的、中立的な立場から取締役の職務の執行の監督及び監査を行っ
ていただくため、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

(注)　１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．各候補者は、新任の候補者であります。
３．当社は、候補者安福成行、田村弘昭、岩木達郎、阪口誠の４氏との間でそれぞれ会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。なお、各氏が監査等委員である取締役に選任された場合、当該契約を継続する予定であります。

４．当社は、候補者重田昇三氏が監査等委員である取締役に選任された場合、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結する予定であります。

５．候補者田村弘昭、岩木達郎の両氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結
の時をもって、田村弘昭氏は３年、岩木達郎氏は１年となります。

６．候補者阪口誠氏は、現在当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、18
年となります。

７．候補者田村弘昭、岩木達郎の両氏は社外取締役の候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として届け出ており、両氏が監査等委員である社外取締役に選任された場合、引き続き独立役員として届け出る
予定であります。

８．候補者阪口誠、重田昇三の両氏は社外取締役の候補者であります。なお、両氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員
の要件を満たしており、両氏が監査等委員である社外取締役に選任された場合、独立役員として届け出る予定であります。
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９．当社は、優秀な人材の確保、職務執行の萎縮の防止のため、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、本議案でお諮りする候補者のうち田村弘昭、岩木達郎の両氏については取締役として、安福成行、阪口誠の両氏に
ついては監査役として、すでに当該保険契約の被保険者となっております。本議案が原案どおり承認可決された場合、監
査等委員である取締役として候補者全員を被保険者とする保険契約を同内容で更新予定であります。

　（保険契約の内容の概要）
　　①被保険者の実質的な保険料負担割合
　　　保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
　　②填補の対象となる保険事故の概要
　　　特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を

受けることによって生ずることのある損害について填補します。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った
行為の場合等一定の免責事由があります。

　　③役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　　　保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととしております。
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第5号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社
に移行いたします。
　つきましては、常勤の監査等委員である取締役を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠の監査
等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力
を生じるものといたします。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

し も

下
や ま

山  
ま さ

昌
ひ こ

彦 （昭和39年９月10日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 1,197株

昭和
平成
令和

63
31
２

年
年
年

4
4
3

月
月
月

当社入社
当社経理部長（現）
当社執行役員（現）

■ 補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由
　経理部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社執行役員としての実
績を踏まえ、取締役の職務の執行の監督及び監査に十分な役割を果たすことが期待できることから、補欠の
監査等委員である取締役として選任をお願いするものであります。

(注)　１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、候補者が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で
あります。

３．候補者が監査等委員である取締役に就任した場合、当社執行役員は退任となります。
４．当社は、優秀な人材の確保、職務執行の萎縮の防止のため、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、本議案でお諮りする候補者については、すでに執行役員として当該保険契約の被保険者となっております。候補者
が監査等委員である取締役に就任した場合、監査等委員である取締役として候補者を被保険者とする保険契約を同内容で
更新予定であります。

　（保険契約の内容の概要）
　　①被保険者の実質的な保険料負担割合
　　　保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
　　②填補の対象となる保険事故の概要
　　　特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を

受けることによって生ずることのある損害について填補します。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った
行為の場合等一定の免責事由があります。

　　③役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　　　保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととしております。
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第6号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社
に移行いたします。
　当社の取締役の報酬額は、平成20年３月27日開催の第89回定時株主総会において、年額２億80百万
円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）とご承認いただき、現在に至ってお
りますが、監査等委員会設置会社に移行することに伴い、新たに取締役（監査等委員である取締役を除
く。）に対する報酬額を員数や経済情勢等諸般の事情を考慮し、年額２億20百万円以内とさせていただ
きたいと存じます。当該報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたします。
　本議案に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、第２号議案「定款一部変更の件」
及び第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件」が原案どおり承認可決さ
れますと７名となります。
　なお、今般の報酬額の決定は、監査等委員会設置会社への移行のため、当社の取締役の個人別の報酬
等の内容に係る決定方針のもと、任意の指名・報酬委員会の答申に基づき、令和３年１月25日開催の取
締役会にて決議したものであります。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力を生じ
るものといたします。

第7号議案　監査等委員である取締役の報酬額決定の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社
に移行いたします。
　つきましては、監査等委員である取締役に対する報酬額を員数や経済情勢等諸般の事情を考慮し、年
額60百万円以内とさせていただきたいと存じます。
　本議案に係る監査等委員である取締役の員数は、第２号議案「定款一部変更の件」及び第４号議案「監
査等委員である取締役５名選任の件」が原案どおり承認可決されますと５名となります。
　なお、今般の報酬額の決定は、監査等委員会設置会社への移行のため、当社の取締役の個人別の報酬
等の内容に係る決定方針のもと、任意の指名・報酬委員会の答申に基づき、令和３年１月25日開催の取
締役会にて決議したものであります。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力を生じ
るものといたします。
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第8号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する事前交付型の譲渡制限付株式
の付与のための報酬決定の件

　当社は、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、取締役
と株主の皆様との一層の価値共有を中長期にわたって実現することを目的として、令和２年３月26日開
催の第101回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対して年額30百万円かつ
発行又は処分される当社の普通株式の総数を年7,500株の範囲内とする事前交付型の譲渡制限付株式報
酬を支給することにつきご承認をいただいておりますが、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どお
り承認可決されますと、当社は監査等委員会設置会社に移行いたします。
　つきましては、監査等委員会設置会社に移行することに伴い、第６号議案「取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）の報酬額決定の件」としてご承認をお願いしております取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の報酬限度額とは別枠で、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下「対象取締
役」という。）に対し、任意の指名・報酬委員会の答申に基づき、令和３年１月25日開催の取締役会に
て決議した事前交付型の譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することにつきご承認をお願いする
ものであります。
　なお、現在の取締役は12名（うち社外取締役２名）でありますが、第２号議案「定款一部変更の件」
及び第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件」が原案どおり承認可決さ
れますと、対象取締役は７名となります。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力を生じ
るものといたします。
　本議案に基づき対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は、上記
の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額21百万円以内といたします。また、各対象取締役へ
の具体的な配分及び支給時期については、役位等に応じたポイント制とし取締役会において決定するこ
とといたします。
　対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により生ずる金銭報酬債権の全部を現物出資財
産として払い込み、当社の普通株式の発行又は処分を受けるものとし、これにより発行又は処分をされ
る当社の普通株式の総数は年5,200株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式
の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合、その他譲渡制限付
株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総
数を合理的な範囲で調整する。）とし、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日に
おける東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先
立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲において取締役会にて決
定します。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、
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以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結するものとします。
(1) 対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失する
日までの間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以
下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲
渡制限」という。）。
(2) 対象取締役が、当社の取締役会で別途定める期間（以下「役務提供期間」という。）が満了する前

に上記(1)のいずれの地位も喪失した場合には、当社の取締役会が正当と認める理由がある場合を
除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

(3) 当社は、対象取締役が、役務提供期間の間、継続して、当社の取締役又は執行役員の地位にあった
ことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を
解除する。ただし、対象取締役が、上記(2)に定める当社の取締役会が正当と認める理由により、
役務提供期間が満了する前に上記(1)に定めるいずれの地位も喪失した場合には、譲渡制限を解除
する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

(4) 当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記(3)の定めに基づき譲渡制限が解除されていな
い本割当株式を当然に無償で取得する。

(5) 上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社
が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主
総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当
社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、合理的に定める数の本割当
株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

(6) 上記(5)に規定する場合においては、当社は、上記(5)の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の
時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(7) 本割当契約における意思表示及び通知の方法、本割当契約改定の方法その他取締役会で定める事項
を本割当契約の内容とする。

(ご参考）
本議案が承認可決されることを条件として、当社の執行役員に対しても、上記譲渡制限付株式と同様

の譲渡制限付株式報酬を付与する予定です。

以　上
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添付書類
事業報告 （令和2年1月1日から令和2年12月31日まで）

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症（ＣОＶＩＤ－１９）の影響により
急激に減速し、感染拡大の防止策を講じるなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあって持ち直しの
動きがみられたものの、感染拡大の懸念があり、先行きは不透明な状況で推移しました。
　このような環境の中、当社グループにおいては新型コロナウイルス感染症の影響を最小化すべく、対策
本部を立ち上げ、基本的な感染防止策に加え、就業体制の柔軟化などの様々な対策を講じて、事業活動の
継続に取り組みました。また、平成30年１月から推進している「中期経営計画2020」に基づいて基盤事
業の収益確保などに努めた結果、当連結会計年度の売上高は301億75百万円（前期比7.6％減）、営業利
益は在庫評価の影響や販売費及び一般管理費の減少などにより17億59百万円（前期比10.9％増）、経常
利益は21億66百万円（前期比13.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は15億59百万円（前期比
14.5％増）となりました。

報告セグメント別売上高

報告セグメント 売 上 高（百万円）

ア グ リ 8,922

化 学 品 12,486

建 材 3,004

石 油 1,806

不 動 産 1,545

運 輸 2,408

合　　計 30,175

アグリ
8,922

化学品
12,486

建材
3,004

石油
1,806

不動産
1,545

運輸
2,408

合計
30,175
百万円
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２．設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は15億25百万円であり、その
主なものは、本社工場でのガスエンジンコージェネレーション設備更新、運輸事業での倉庫改修及び継続
中の次期基幹システム構築費用であります。
　また、当連結会計年度において計画が確定している主要設備の新設等は、化学品事業での超高塩基度ポ
リ塩化アルミニウム製造設備増強、高塩基性塩化アルミニウム製造設備増強（第８期工事）、不動産事業
でのショッピングセンターのリニューアル及び運輸事業での倉庫改修であります。

３．資金調達の状況
　当連結会計年度において、新株発行及び社債発行等の特段の資金調達は行っておりません。

４．事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

５．他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

６．吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

７．他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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８．財産及び損益の状況の推移

区　　分 平成29年度
第99期

平成30年度
第100期

令和元年度
第101期

令和２年度
第102期

（当連結会計年度）

売 上 高 (百万円) 32,189 33,089 32,669 30,175

経 常 利 益 (百万円) 2,759 2,509 1,911 2,166

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 1,904 1,743 1,361 1,559

１株当たり当期純利益 (円) 220.47 201.81 157.64 180.37

総 資 産 (百万円) 42,065 41,612 42,609 42,939

純 資 産 (百万円) 25,634 25,161 26,346 27,079

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 2,952.04 2,896.50 3,033.53 3,114.67
(注)　１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除

した期末発行済株式総数により算出しております。
２．平成29年７月１日付で普通株式５株を１株とする株式併合、平成31年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式

分割を行っております。第99期の期首に当該株式併合、株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益、１株当た
り純資産額を算定しております。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第101期の期首から適
用しており、第100期の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。

32,189

第99期

33,089

第100期

32,669

第101期

30,175

第102期

■ 売上高 （単位：百万円）

2,759

第99期

2,509

第100期

1,911

第101期

2,166

第102期

（単位：百万円）■ 経常利益

1,904

第99期

1,743

第100期

1,361

第101期

1,559

第102期

（単位：百万円）■ 親会社株主に帰属する当期純利益
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９．重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社との関係

　該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況（令和２年12月31日現在）
会　　社　　名 資　　本　　金 当社の出資比率 主　要　な　事　業　内　容

し き 島 商 事 株 式 会 社 90百万円 100.0％ 石油の販売

多 木 建 材 株 式 会 社 90百万円 90.1％ 石こうボードの製造・販売

多 木 商 事 株 式 会 社 45百万円 100.0％ 海上、陸上輸送

10．対処すべき課題
(1) 成長事業への積極的投資

　企業が持続的に成長するためには、新たな事業を含め成長が期待される事業への積極的な投資が不
可欠です。当社が平成30年に完全人工栽培に成功した「バカマツタケ」は、生産・販売体制を早期に
確立させ、事業化に向けて取り組んでまいります。また、メディカル材料、コラーゲン材料、各種酸
化物ナノ材料などの開発商品についても、顧客ニーズを的確に捉えつつ、産官学連携などを通じて新
規用途への展開を図り、「ＳＤＧｓ宣言」のテーマでもある、「社会との共通価値の創造」による事
業の拡大に取り組んでまいります。

(2) 既存事業の収益力向上
　当社グループの既存事業のうち、アグリ事業（肥料）と化学品事業（水処理薬剤）は、市場の縮小
や価格競争など厳しい競争環境の中にあります。生産性向上、コスト削減及び提案型営業による販売
力の強化などにより、一層の収益力向上に努めてまいります。一方で、肥料や水処理薬剤は、「ＳＤ
Ｇｓ宣言」のテーマでもある、「自然環境との共生」や「社会との共通価値の創造」の推進に貢献し
得る商品であると考えております。なかでも、超高塩基度ポリ塩化アルミニウム「ＰＡＣ７００Ａ」
は、環境負荷の低減に貢献できるＳＤＧｓ対応商品として積極的に提案し拡販に努めてまいります。
また、長年培った技術力を活かし、海外事業にも取り組んでまいります。その他既存事業につきまし
ても収益力の向上に努めてまいります。
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(3) 経営基盤の強靭化
　気候変動や、新型感染症、大規模自然災害の発生など、事業環境にまつわるリスク、不確実性
が高まるなかで、より強靭な経営基盤の確立が求められています。そのような環境下にあって
も、ステークホルダーの負託にお応えするため、リスクマネジメントの観点をより重視し、事業
継続計画（ＢＣＰ）の継続的改善、労働安全衛生マネジメントシステムの構築・運用、労働環境
の改善や生産性向上に関わる設備の更新・保全、製品の品質・信頼性向上に関する取り組みを進
めてまいります。また、それらを強力に推し進めるため、人材育成、ダイバーシティの取り組み
などにも注力してまいります。

(4) コンプライアンス経営の推進
　コンプライアンスは、企業における不祥事の防止だけでなく、企業の持続的な成長を実現し、社会
に必要とされる企業グループであり続けるために不可欠な経営上の重要課題です。当社グループでは、
全ての役職員が法令・規程・社会規範などに沿って、常に高い倫理感とともに良識ある行動をとるこ
とができるよう、コンプライアンス教育及びコーポレート・ガバナンス体制の強化などを通じて、コ
ンプライアンス経営を推進してまいります。「(3)経営基盤の強靭化」に加え、これらを併せて実施
することにより、「ＳＤＧｓ宣言」のテーマでもある、「責任ある企業活動の推進」を実現してまい
ります。

　経営の基本方針である企業の持続的発展と企業価値の向上に努めてまいりますので、株主各位におか
れましては、何卒変わらぬご支援、ご協力をお願い申しあげます。

11．主要な事業内容（令和２年12月31日現在）
(1) 肥料、化学品及び石こうボードの製造・販売
(2) 石油の販売
(3) 不動産の賃貸
(4) 海上、陸上輸送
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12．主要な営業所及び工場（令和２年12月31日現在）
(1) 当社

本 社 兵庫県加古川市
支 店 東京都中央区
営 業 所 仙台市、東京都中央区、名古屋市、大阪市、兵庫県加古川市、北九州市
工 場 兵庫県加古郡播磨町、千葉県市原市、北九州市
研 究 所 兵庫県加古川市
商業施設 兵庫県加古川市

(2) 子会社
しき島商事株式会社 兵庫県加古川市
多木建材株式会社 兵庫県加古川市
多木商事株式会社 兵庫県加古川市

13．使用人の状況（令和２年12月31日現在）
使 用 人 数 前連結会計年度末比増減数

612名 14名増
(注)　上記の使用人数には臨時雇用者は含んでおりません。

14．主要な借入先の状況（令和２年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 96百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ  Ｆ Ｊ 銀 行 45百万円
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Ⅱ 会社の状況に関する事項
１．株式の状況（令和２年12月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 30,400,000株
(2) 発行済株式の総数 9,458,768株
(3) 株主数 3,063名
(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 401千株 4.65％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 362 4.19

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 339 3.93

三 菱 Ｕ  Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 302 3.49

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 297 3.44

株 式 会 社 中 国 銀 行 286 3.31

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 237 2.75

日 本 マ タ イ 株 式 会 社 223 2.58

三 菱 商 事 株 式 会 社 210 2.43

株 式 会 社 イ ト ー ヨ ー カ 堂 200 2.31
(注) １．当社は、自己株式(810,588株)を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として交付した株式の状況

株 式 数 交 付 対 象 者

取 締 役 ( 社 外 取 締 役 を 除 く 。 ） 7,497株 10名

２．新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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３．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（令和２年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

＊取 締 役 社 長 多 木 隆 元

＊取 締 役
上席専務執行役員 多 木 隆 成 不動産事業部担当

多木商事株式会社代表取締役社長

＊取 締 役
上席専務執行役員 安 東 　 誠 本社工場統括、物流部・品質保証部担当

取 締 役
上席常務執行役員 西 倉 　 宏 研究所担当、研究所長、

きのこ事業化プロジェクトチームリーダー

取 締 役
上席常務執行役員 松 井 重 憲 本社工場担当、本社工場長

取 締 役
上席常務執行役員 垣 尾 寿 彦 経営企画部・内部統制室担当

取 締 役
上 席 執 行 役 員 西 村 光 裕 資材部担当

しき島商事株式会社代表取締役社長

取 締 役
上 席 執 行 役 員 金 治 久 守 肥料営業部担当、肥料営業部長

取 締 役
上 席 執 行 役 員 小 西 池 　 剛 化学品営業部担当、化学品営業部長

〇取 締 役
上 席 執 行 役 員 正 木 貴 久 総務人事部担当

取 締 役 田 村 弘 昭 アイエックス・ナレッジ株式会社社外監査役

〇取 締 役 岩 木 達 郎 岩木達郎税理士事務所所長

常 勤 監 査 役 安 福 成 行

監 査 役 阪 口 　 誠 中之島シティ法律事務所代表
モリテックスチール株式会社社外取締役

30

会社役員の状況



地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

監 査 役 岩 﨑 和 文 岩﨑公認会計士税理士事務所所長
株式会社山陽百貨店社外監査役

監 査 役 吉 森 彰 宣

監 査 役 畑 　 繁 喜

(注) １．＊印は代表取締役であります。
２．○印は令和２年３月26日開催の第101回定時株主総会において、新たに選任され就任した取締役であります。
３．取締役前田治彦、筒井勝彦の両氏は任期満了により、令和２年３月26日開催の第101回定時株主総会終結の時をもっ

て退任いたしました。
４．当事業年度中の取締役の担当及び重要な兼職の異動は次のとおりであります。

氏　　　名 異　　　　動　　　　前 異　　　　動　　　　後 異 動 年 月 日

西 村　光 裕

取締役
総務人事部長

取締役
総務人事部長
しき島商事株式会社代表取締役社長

令和２年２月20日

取締役
総務人事部長
しき島商事株式会社代表取締役社長

取締役上席執行役員
資材部担当
しき島商事株式会社代表取締役社長

令和２年３月26日

多 木　隆 成
代表取締役専務取締役
不動産事業部担当
多木商事株式会社代表取締役社長

代表取締役上席専務執行役員
不動産事業部担当
多木商事株式会社代表取締役社長

令和２年３月26日

安 東　   誠
代表取締役専務取締役
本社工場統括、
物流部・品質保証部担当

代表取締役上席専務執行役員
本社工場統括、
物流部・品質保証部担当

令和２年３月26日

西 倉　   宏

常務取締役
研究所担当、研究所長、
きのこ事業化プロジェクトチーム
リーダー

取締役上席常務執行役員
研究所担当、研究所長、
きのこ事業化プロジェクトチーム
リーダー

令和２年３月26日

松 井  重 憲
常務取締役
本社工場担当、
本社工場長 兼 化学品製造部長

取締役上席常務執行役員
本社工場担当、本社工場長 令和２年３月26日

垣 尾  寿 彦 常務取締役
経営企画部・内部統制室担当

取締役上席常務執行役員
経営企画部・内部統制室担当 令和２年３月26日

金 治  久 守 取締役
肥料営業部担当、肥料営業部長

取締役上席執行役員
肥料営業部担当、肥料営業部長 令和２年３月26日

小 西 池　剛 取締役
化学品営業部担当、化学品営業部長

取締役上席執行役員
化学品営業部担当、化学品営業部長 令和２年３月26日
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５．取締役田村弘昭、岩木達郎の両氏は、社外取締役であります。
６．監査役阪口誠、岩﨑和文、吉森彰宣の３氏は、社外監査役であります。
７．監査役岩﨑和文氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
８．当社は、取締役田村弘昭、岩木達郎、監査役吉森彰宣の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
９．当社と各社外取締役及び各監査役とは、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限
度額であります。

10．当社は、優秀な人材の確保、職務執行の萎縮の防止のため、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結
しております。

　　①被保険者の範囲　当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員
　　　　②保険契約の内容の概要
　　　　　イ．被保険者の実質的な保険料負担割合
　　　　　　　保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
　　　　　ロ．填補の対象となる保険事故の概要
　　　　　　　特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係

る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補します。ただし、法令違反の行為であること
を認識して行った行為の場合等一定の免責事由があります。

　　　　　ハ．役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　　　　　保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととしており

　　　ます。
11．取締役を兼務していない執行役員は、以下の６名であります。
　　　専務執行役員　前田治彦（経理部担当役員）
　　　執行役員　　　岸本正裕（多木建材株式会社代表取締役社長）
　　　　　　　　　　下山昌彦（経理部長）
　　　　　　　　　　鈴木吾郎（技術部長）
　　　　　　　　　　泉　一成（エンジニアリング部長）
　　　　　　　　　　井筒裕之（経営企画部長）

(2) 当事業年度に係る役員の報酬等
 ① 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項
　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」
という。）は、株主総会の決議によって定め、監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定めるこ
とを基本方針としております。平成20年３月27日開催の第89回定時株主総会において、取締役の報
酬限度額は固定報酬と業績連動報酬である役員賞与を合わせて年額２億80百万円以内（使用人兼務取
締役の使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額は年額60百万円以内と決議いただいており
ます。当該決議に係る取締役の員数は12名、監査役の員数は４名であります。また、上記報酬限度
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額とは別枠で、令和２年３月26日開催の第101回定時株主総会において、譲渡制限付株式の付与のた
めに支給する金銭報酬債権として、社外取締役を除く取締役に対して年額30百万円を限度とし、かつ
株式数7,500株を限度として支給することを決議いただいております。当該決議に係る支給対象取締
役は業務執行取締役とし、員数は10名であります。なお、取締役でない執行役員に対しても同様の制
度を導入することが同日開催の取締役会において決議されました。
　取締役については、株主総会でご承認いただきました報酬限度額の範囲内で、役員報酬内規等の一
定の基準及び代表取締役３名、代表取締役経験者１名、独立社外取締役２名の合計６名で構成する任
意の指名・報酬委員会で決定した業績連動報酬である役員賞与並びに譲渡制限付株式の付与のために
支給する金銭報酬債権の役位別配分割合を基に、令和２年３月26日開催の取締役会において役員個別
の報酬額の算出の授権を受けた代表取締役社長多木隆元が決定しております。これらの手続きを経て
取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであ
り、相当であると判断しております。
　なお、代表取締役社長に委任した理由は、当社グループを取り巻く環境、当社グループの経営状況
等を当社グループにおいて最も熟知し、総合的に役員の報酬額を決定できると判断したためであり、
独立社外役員も構成員とする任意の指名・報酬委員会の審議を経て決定されることから、恣意的な決
定はなされず権限が適切に行使されるための措置が講じられております。なお、当該方針は任意の指
名・報酬委員会の審議を経て、取締役会で決定されたものであります。
　社外取締役を除く取締役の個別報酬に係る役員報酬内規等の一定の基準については、役位や在任年
数別に定期同額の金銭報酬である基準月額を定めております。改定は世間水準及び従業員給与との均
衡を考慮してなされます。毎年３月に決定し、４月から支給いたします。
　短期的なインセンティブを与え積極的な業務執行に資するための業績連動報酬である役員賞与につ
いては、取締役会において決議された当社の経常利益予算額を指標とし、計算式により求められる総
額を任意の指名・報酬委員会で承認された役位別配分計数により個別に決定いたします。役員賞与総
額は固定報酬と合わせて株主総会で決議された取締役の報酬限度額以内で、かつ50百万円以内とし、
連結及び当社の経常利益予算額が２億50百万円未満の場合は支給いたしません。指標とした当事業
年度の当社の経常利益予算額は13億58百万円、支給月は３月であります。
　中長期的なインセンティブを与えるための譲渡制限付株式報酬を付与するための金銭報酬債権の額
は、令和２年３月26日開催の第101回定時株主総会において計算式及び総額の限度額は30百万円と

33

会社役員の状況



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

すること、並びに株式数は7,500株を限度株数とし、譲渡制限解除条件や没収条件について決議され
ており、任意の指名・報酬委員会で決定された役位別の配分計数により個別に決定いたします。毎年
１回、定時株主総会終了後の最初に開催する取締役会の決議を経て、翌月支給することとしておりま
す。
　社外取締役を除く取締役の固定報酬と業績連動報酬及び株式報酬の報酬総額に対する割合は、役位
別の取締役人数、経常利益予算額、株価などにより変動いたしますが、概ね固定報酬80％、業績連動
報酬10％、株式報酬10％程度となります。
　社外取締役については、業務執行から独立した立場での取締役の監督機能が重視されることから、
業績を反映することは行わず、固定報酬である月額報酬のみで業績連動報酬や株式報酬は支給いたし
ません。社外取締役でない取締役報酬が改定される際に、取締役会の決議により改定されます。
　監査役については、株主総会でご承認いただきました報酬限度額の範囲内で、常勤、非常勤の別、
業務分担の状況等を考慮して、監査役会における監査役の協議により、個別の監査役の報酬額を決定
いたします。監査役は、業務執行から独立した立場での監査・監督機能が重視されることから、業績
を反映することは行わず、固定報酬である月額報酬のみで賞与や株式報酬は支給いたしません。

　また、令和３年３月３０日開催の本定時株主総会において、監査役会設置会社から監査等委員会設
置会社に機関設計を変更する定款変更議案や、監査等委員でない取締役の報酬限度額、監査等委員で
ある取締役の報酬限度額が決議されますと、監査等委員でない取締役の員数は７名、監査等委員であ
る取締役の員数は５名となりますので、上記の監査役会設置会社である場合とは金額等に変更が生じ
ます。これらの変更案については、令和２年６月29日開催の取締役会で選任された代表取締役３名、
代表取締役経験者１名、社外取締役２名、社外監査役１名の合計７名で構成する任意の指名・報酬委
員会を７回開催し、令和３年１月25日開催の取締役会に答申し決議したものであります。
　方針や手続きについてはこれまでと変わらず、固定報酬額、業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬
の限度額が変わっております。
　監査等委員である取締役については、業務執行から独立した立場での監査・監督機能が重視される
ことから、業績を反映することは行わず、固定報酬である月額報酬のみで役員賞与や株式報酬は支給
いたしません。監査等委員である取締役の個人別の報酬額の具体的内容については、監査等委員の協
議により決定いたします。
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 ② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役 員 区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（人）固定報酬 業績連動報酬 株式報酬

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 221 179 21 20 11

監 査 役
（ 社 外 監 査 役 を 除 く ） 19 19 － － 2

社 外 役 員 23 23 － － 6

合 計 263 222 21 20 19

（注）１．取締役(社外取締役を除く）の報酬等の総額、固定報酬には、令和２年３月26日開催の第101回定時株主総会終結の
時をもって退任した取締役１名分を含んでおります。

２．社外役員の報酬等の総額、固定報酬には、令和２年３月26日開催の第101回定時株主総会終結の時をもって退任した
社外取締役１名分を含んでおります。

３．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４．事前交付型の譲渡制限付株式報酬制度に基づく株式報酬につきましては、当事業年度において支払った額27百万円

のうち費用計上した４～12月の９カ月分を記載しております。
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(3) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼職の状況 当 社 と の 関 係

社外取締役 田村弘昭 アイエックス・ナレッジ株式会社 社外監査役 特別の関係はありません

社外取締役 岩木達郎 岩 木 達 郎 税 理 士 事 務 所 所 長 特別の関係はありません

社外監査役 阪口　誠
中 之 島 シ テ ィ 法 律 事 務 所 代 表 当社顧問弁護士所属先

モリテックスチール株式会社 社外取締役 特別の関係はありません

社外監査役 岩﨑和文
岩﨑公認会計士税理士事務所 所 長 特別の関係はありません

株 式 会 社 山 陽 百 貨 店 社外監査役 特別の関係はありません

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 田村弘昭

当事業年度に開催した取締役会12回のうち11回に出席、書面による決議事項２
件に同意いたしました。
当事業年度に開催した任意の指名・報酬委員会７回の全てに出席いたしまし
た。
他社での豊富な経営経験と高い見識から必要な発言を行っております。

社外取締役 岩木達郎

就任後に開催した取締役会８回の全てに出席、書面による決議事項２件に同意
いたしました。
当事業年度に開催した任意の指名・報酬委員会７回の全てに出席いたしまし
た。
税理士としての専門的な立場から必要な発言を行っております。

社外監査役 阪口　誠

当事業年度に開催した取締役会12回の全てに、また監査役会14回の全てに出席
いたしました。
当事業年度に開催した任意の指名・報酬委員会７回の全てに出席いたしまし
た。
弁護士としての専門的な立場から必要な発言を行っております。

社外監査役 岩﨑和文
当事業年度に開催した取締役会12回の全てに、また監査役会14回の全てに出席
いたしました。
公認会計士・税理士としての専門的な立場から必要な発言を行っております。

社外監査役 吉森彰宣
当事業年度に開催した取締役会12回の全てに、また監査役会14回の全てに出席
いたしました。
他社での豊富な経営経験と高い見識から必要な発言を行っております。
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４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額
区 分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27百万円
(注)　１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額

を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるか
どうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株
主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表（令和２年12月31日現在） (単位：百万円)
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
た な 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
水 道 施 設 利 用 権 等
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

21,898
6,426
8,302
1,496
5,263

421
△10

21,040
13,878

4,918
1,941

136
6,420

433
29

486
20
11

455
6,675
6,241

216
254

△36

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債 7,313

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,430
短 期 借 入 金 373
1年内返済予定の長期借入金 71
リ ー ス 債 務 34
未 払 金 1,179
未 払 法 人 税 等 394
未 払 消 費 税 等 178
賞 与 引 当 金 42
そ の 他 607

固 定 負 債 8,547
長 期 借 入 金 515
リ ー ス 債 務 442
繰 延 税 金 負 債 438
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,850
預 り 保 証 金 3,109
そ の 他 189

負 債 合 計 15,860
( 純 資 産 の 部 )
株 主 資 本 25,109

資 本 金 2,147
資 本 剰 余 金 1,342
利 益 剰 余 金 22,361
自 己 株 式 △742

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 1,827
その他有価証券評価差額金 1,854
退職給付に係る調整累計額 △27

非 支 配 株 主 持 分 143
純 資 産 合 計 27,079

資 産 合 計 42,939 負 債 ・ 純 資 産 合 計 42,939
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連結損益計算書（令和２年１月１日から令和２年12月31日まで） (単位：百万円)

科　　目 金　　額

売 上 高 30,175
売 上 原 価 22,681

売 上 総 利 益 7,493
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,733

営 業 利 益 1,759
営 業 外 収 益

受 取 利 息 7
受 取 配 当 金 355
そ の 他 103 466

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13
固 定 資 産 除 却 損 34
そ の 他 11 59

経 常 利 益 2,166
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 27 27
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 82 82
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,112
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 618
法 人 税 等 調 整 額 △68 549
当 期 純 利 益 1,562
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,559
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貸借対照表（令和２年12月31日現在） (単位：百万円)
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
水 道 施 設 利 用 権 等
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
長 期 前 払 費 用
入 会 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

18,271
5,029
1,219
6,263

412
2,765

205
2,079

58
100
137
△0

17,705
8,876
3,403

301
1,308

16
120

3,274
420
29

483
19
8

455
8,346
5,042
3,043

75
87
72
58

△34

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債 6,635

買 掛 金 3,563
短 期 借 入 金 979
1年内返済予定の長期借入金 11
リ ー ス 債 務 31
未 払 金 1,047
未 払 法 人 税 等 340
預 り 金 302
そ の 他 359

固 定 負 債 6,866
リ ー ス 債 務 431
退 職 給 付 引 当 金 3,416
預 り 保 証 金 2,829
そ の 他 188

負 債 合 計 13,502
( 純 資 産 の 部 )
株 主 資 本 20,702

資 本 金 2,147
資 本 剰 余 金 1,242

資 本 準 備 金 1,217
そ の 他 資 本 剰 余 金 25

利 益 剰 余 金 18,198
利 益 準 備 金 368
そ の 他 利 益 剰 余 金 17,830

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 862
特 別 償 却 準 備 金 0
別 途 積 立 金 5,337
繰 越 利 益 剰 余 金 11,630

自 己 株 式 △885
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,772

その他有価証券評価差額金 1,772
純 資 産 合 計 22,475

資 産 合 計 35,977 負 債 ・ 純 資 産 合 計 35,977
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損益計算書（令和２年１月１日から令和２年12月31日まで） (単位：百万円)

科　　目 金　　額

売 上 高 22,916
売 上 原 価 16,790

売 上 総 利 益 6,126
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,706

営 業 利 益 1,420
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2
受 取 配 当 金 322
関 係 会 社 業 務 受 託 料 22
そ の 他 102 449

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11
売 上 割 引 0
固 定 資 産 除 却 損 34
そ の 他 10 56

経 常 利 益 1,813
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 27 27
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 56 56
税 引 前 当 期 純 利 益 1,784
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 520
法 人 税 等 調 整 額 △60 459
当 期 純 利 益 1,324
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

多 木 化 学 株 式 会 社 令和３年２月17日
取 締 役 会 　 御 中 EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 岡 　 義 則 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 葉 山 　 良 一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、多木化学株式会社の令和２年１月１日から令和２年12月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、多
木化学株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算
書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
意見に対して責任を負う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

多 木 化 学 株 式 会 社 令和３年２月17日
取 締 役 会 　 御 中 EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 岡 　 義 則 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 葉 山 　 良 一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、多木化学株式会社の令和２年１月１日から令和２年
12月31日までの第102期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監査報告書
　当監査役会は、令和２年１月１日から令和２年12月31日までの第102期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和３年２月18日

多木化学株式会社　監査役会
常勤監査役 安 福 　 成 行 ㊞
社外監査役 阪 口 　 　 誠 ㊞
社外監査役 岩 﨑 　 和 文 ㊞
社外監査役 吉 森 　 彰 宣 ㊞
監 査 役 畑 　 　 繁 喜 ㊞

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
兵庫県加古川市加古川町溝之口800番地
加古川プラザホテル 2階 電話（079）421-8877

交通の
ご案内 JR加古川駅南口より徒歩約5分

至 姫路 JR山陽本線
JR加古川線

北口

ニッケ
パーク
タウン

サンライズ
加古川

南口

至 明石

至 明石

交番

但陽信用
金庫

兵庫県
総合庁舎

ガスト

国道2号線

ヤマト
ヤシキ りそな銀行

みなと銀行

三井住友
銀行

ガソリンスタンド

〒

JR加古川駅

Ｎ

大川町 加古川駅前東

会 場
加古川（ プラザホテル ）

※本株主総会専用の駐車場の用意はございませんので、公共交通機関をご利用ください。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

地図


